
特定複合観光施設区域整備法案の概要
※ＩＲ推進法第５条 ： 政府は、必要となる法制上の措置については、同法施行後１年以内を目途として講じなければならない。

１．⽬的
○ 適切な国の監視及び管理の下で運営される健全なカジノ事業の収益を活⽤して地域の創意⼯夫及び⺠間の活⼒
を⽣かした特定複合観光施設区域の整備を推進することにより、国際競争⼒の⾼い魅⼒ある滞在型観光を実現する
ため、必要な事項を定め、もって観光及び地域経済の振興に寄与するとともに、財政の改善に資することを⽬的とする

２．特定複合観光施設（ＩＲ）区域制度
○ 「特定複合観光施設」は、カジノ施設と①国際会議場施設、②展⽰施設等、③我が国の伝統、⽂化、芸術等を⽣
かした公演等による観光の魅⼒増進施設、④送客機能施設、⑤宿泊施設から構成される⼀群の施設（⑥その他観
光客の来訪・滞在の促進に寄与する施設を含む）であって、⺠間事業者により⼀体として設置・運営されるものとする

○ 国⼟交通⼤⾂による基本⽅針の作成、都道府県⼜は政令市（都道府県等）による⺠間事業者との区域整備計
画の共同作成・認定申請、国⼟交通⼤⾂による区域整備計画の認定やIR事業者の監督等所要の制度を規定

○ 認定申請に当たり、都道府県はその議会の議決及び⽴地市町村の同意、政令市はその議会の議決を要件化
○ 認定申請に関する⽴地市町村の同意に当たっては、条例により⽴地市町村の議会の議決事項とすることも可能
○ 認定区域整備計画の数の上限は３とする
○ IR事業者に対し、カジノ収益の活⽤に当たって、国⼟交通⼤⾂による毎年度の評価結果に基づき、IR事業の事業
内容の向上、認定都道府県等が実施する施策への協⼒に充てるよう努めることを義務付け

３．カジノ規制
○ IR事業者は、カジノ管理委員会の免許（有効期間３年・更新可）を受けたときは、カジノ事業を⾏うことができる。
この場合、免許に係るカジノ⾏為区画で⾏う、免許に係る種類及び⽅法のカジノ⾏為については、刑法第185条（賭
博）及び第186条（常習賭博及び賭博場開張等図利）は適⽤しない

○ その他のカジノ事業関係者（主要株主等、カジノ施設供⽤事業者、施設⼟地権利者、カジノ関連機器メーカー等）についても、
免許・許可・認可制とする

○ カジノ施設を１に限定するほか、カジノ⾏為区画のうち⾯積制限の対象部分及び上限値を政令等で規定
○ カジノ事業者に、業務⽅法書、カジノ施設利⽤約款、依存防⽌規程（本⼈・家族申告による利⽤制限を含む）及
び犯罪収益移転防⽌規程の作成を義務付け、免許申請時にカジノ管理委員会が審査（変更は認可が必要）

○ ⽇本⼈等の⼊場回数を連続する７⽇間で３回、連続する28⽇間で10回に制限。本⼈・⼊場回数の確認⼿段と
して、マイナンバーカード及びその公的個⼈認証を義務付け

○ 20歳未満の者、暴⼒団員等、⼊場料等未払者、⼊場回数制限超過者については、カジノ施設への⼊場等を禁⽌。
カジノ事業者に対しても、これらの者を⼊場させてはならないことを義務付け

○ このほか、カジノ⾏為の種類及び⽅法・カジノ関連機器等、特定⾦融業務（貸付け等）、業務委託・契約、広告・
勧誘、カジノ施設等の秩序維持措置、従業者等について所要の規制を⾏う

４．⼊場料・納付⾦等
○ ⽇本⼈等の⼊場者に対し、⼊場料・認定都道府県等⼊場料として、それぞれ３千円/回（24時間単位）を賦課
○ カジノ事業者に対し、国庫納付⾦（①カジノ⾏為粗収益（GGR）の15％及び②カジノ管理委員会経費負担額）、
認定都道府県等納付⾦（GGRの15％）の納付を義務付け

○ 政府及び認定都道府県等は、納付⾦の額に相当する⾦額を、観光の振興に関する施策、地域経済の振興に関す
る施策その他の法の⽬的等を達成するための施策並びに社会福祉の増進及び⽂化芸術の振興に関する施策に必要
な経費に充てるものとする

５．カジノ管理委員会
○内閣府の外局としてカジノ管理委員会を設置。委員⻑及び４名の委員は両議院の同意を得て、内閣総理⼤⾂が任命
○カジノ事業者等に対する監査、報告の徴収及び⽴⼊検査、公務所等への照会、調査の委託、監督処分等について規定

６．施⾏期⽇等
○ 公布の⽇から起算して３年を超えない範囲内において、順次、政令で定める⽇から施⾏
○ 最初の区域整備計画の認定⽇から起算して５年を経過した場合において、この法律の施⾏の状況について検討を
加え、必要がある場合に所要の措置。ただし、認定区域整備計画の数については、「７年を経過した場合」とする


